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中国実質GDP成長率 ロックダウンの影響から大幅に低下
今後の政府の追加支援策次第で、景気回復期待が高まることも

（審査確認番号 2022 – TB92）

実質GDP成長率は前年同期比0.4％増
中国国家統計局が15日に発表した2022年4～6月
期の実質GDP(国内総生産)成長率(速報値)は、前年
同期比0.4％増と前期の同4.8％増から大幅に低下
しました。事前予想(同1.2%増)も下回り、中国政
府が目標とする同5.5％前後の成長を4四半期連続
で下回りました(図表1)。
足元の中国経済の成長スピードをより反映すると
言われ、日米欧が重視する指標である実質GDP成
長率の対前期比の伸び率は2.6％減と、新型コロナ
ウイルスの影響があった2020年1～3月期以来初め
てのマイナス成長となりました(図表1)。
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出所）図表1、図表2はブルームバーグのデータをもとに
ニッセイアセットマネジメントが作成

図表1：実質GDP成長率の推移

GDP（国内総生産）とは？
Gross Domestic Productの略で、国内において一定期間内に新たに生産されたモノやサービスな
どの合計金額。その国の経済力の目安に用いられる。
前年同期や前期と比べ、どのくらい増加（減少）したのかを見ることで、国内の経済成長を推定す
ることが可能となる。ＧＤＰの増減率を％で表したものを『ＧＤＰ成長率』と呼ぶ。

図表2：新型コロナウイルス新規感染者数の推移

政府の追加支援策次第で、中国経済は回復も
中国では新規感染者数をゼロに抑えるいわゆるゼ
ロコロナ政策を採用しており、4月に入って感染者
数が増加したことから(図表2)、中国最大の都市上
海や北京でロックダウン(都市封鎖)が実施されてい
ました。その結果、外出制限などの影響で個人消
費や製品の製造が落ち込んだことなどから、GDP
成長率が大きく落ち込みました。一方、15日に発
表された6月の小売売上高が前年同月比+3.9％
（5月：同＋0.7％)、鉱工業生産が同+3.1%
（5月：同－6.7％)と改善しました。6月に入り
ロックダウンが解除され、持ち直しの兆しを見せ
ていることから、最悪期は終わったとの見方もあ
ります。
今回の結果を受けて、中国政府が目標とする前年
同期比5.5％前後の成長の達成は困難との見方が優
勢となっています。ただし、5年に1度開催される
秋の中国共産党全国代表大会で総書記の３期目続
投を確実なものとしたい習近平国家主席が、追加
の経済支援策を打ちだすとの見方も出てきました。
追加の経済支援策が実施されれば、年後半にかけ
て中国経済の回復期待が強まるとみられます。
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